
当法人に対する名誉毀損事件の
東京地方裁判所判決の報告

令和４年１１月１３日

公益財団法人生長の家社会事業団

当法人は、基本財産（不可欠特定財産）である『生命の實相』の著作権の法

的保全措置の背景事情を支援者各位にご説明するため、令和３年11月１日発行

の当法人の機関紙「躍進する生長の家社会事業団」第26号第３面に「秘話－谷

口雅春先生はなぜ『生命の實相』の著作権を生長の家社会事業団に与えられた

か」と題する特集記事を掲載しました。

ところが、教団の責任役員（理事）・本部講師等も歴任した同退職者である

阪田成一氏が、同人が編集・発行する個人広報誌『光明の音信』第８号（令和

３年12月号）に「「生命の實相の著作権が生長の家社会事業団に託された」は

間違いで、先生は事業団の運営のために著作権収入即ち印税を寄付されたので

あって、著作権を託されたのではありません。」と記述するとともに、当法人

の公益目的事業（精神文化振興事業）を侮辱する記事を全国各地の多数の読者

に配布する事件が生じました。

当法人としてこれを看過し黙認することは、これを容認したと社会的に誤解

されるおそれがあり、創立者谷口雅春先生の尊いお志とご悲願を認めた最高裁

判所確定の判決を自ら否定するものであり、公益財団法人の存立の基盤である

基本財産（不可欠特定財産）たる「生命の實相」の著作権を否定することにな

ります。

このため、同人に対しては、２回にわたり代理人の弁護士より、上記同人の

記述が事実に反する根拠を具体的に説明し記事の取消と謝罪を要請したのです

が、頑なに拒絶され、更には一部の同人支援者らによるインターネットでの当

法人への誹謗中傷が繰り返されました。

以上の事実は、虚偽の風説の流布による名誉毀損並びに著作権等の明白な侵

害でありますので、やむなく東京地方裁判所に差止・謝罪広告等を求める訴訟

を提訴した次第であります。（東京地方裁判所令和４年（ワ）第２２２９号損

害賠償等請求事件）

このたび、令和４年１１月８日、同裁判所は、この名誉毀損事件について、

『光明の音信』第８号の記事が当法人に対する名誉毀損であり真実性が認めら

れない（虚偽記述）と認定し、被告に、当法人への損害賠償の支払いを命じる

判決を言い渡しましたので、ここに、その全文（被告の個人住所を除く。）を

報告いたします。
----------------------------------------------------------------------------------------------------
【追記】

令和５年４月２８日、東京地方裁判所の仮処分命令申立事件の双方審尋に

おいて、債務者の阪田成一氏は、債権者の当法人に対して、谷口雅春先生が、

『生命の實相』の著作権を生長の家社会事業団に寄付されたことを否定する文

章を、今後同氏発行の『光明の音信』に掲載しないことを約束されましたので、

同氏と当法人との間で、法的な「和解」が成立しました。

この「和解」を証する「審尋調書（和解）」の全文（債務者個人住所を除く。）

を、上記の確定判決書の後に追記して掲載しています。
































































